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志摩市の給与・定員管理等について 

 

「志摩市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」（平成１７年条例第４４号）の規定に

基づき志摩市職員の任免や給与、勤務条件などについての状況を公表します。 

  

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区  分 
住民基本台帳人口 

(平成19年度末) 

歳 出 額 

Ａ
実質収支 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ

平成19年度 59,367人 
23,840,881

千円

339,846

千円

5,731,009 

千円 
24.1％

 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

給          与          費 

区  分 
職員数 

Ａ 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計   Ｂ

１人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考）類似

団体平均一人

当たり給与費

平成20年度 682人 
2,637,339 

千円 

213,492

千円

1,090,855

千円

3,941,686

千円

5,779,598

円 

6,323,000

円

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。 

   ２   給与費は当初予算に計上された額である。 

 

 

(3) 特記事項 

給与抑制措置の状況  

区  分 抑制措置 実施期間 内 容 

平成17年4月1日から 

 平成20年10月30日まで

市長、副市長及び教育長の給料

月額を5％減額 

平成20年10月31日から 

平成24年10月30日まで 
市長の給料月額を20％減額 特別職 給料月額の減額 

平成20年10月31日から 

平成24年10月30日まで 

副市長及び教育長の給料月額を

5％減額 

一般職 管理職手当の減額 
平成17年4月1日から 

平成21年3月31日まで 

部長級及び課長級職員の手当を

50％減額 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在） 
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（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指

数をいいます。 

   ２   平成16年 10月 1日に合併しているため、平成17、 19、 20年度の数値を掲載しています。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年4月1日現在） 

① 一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

（国ベース） 

志摩市 42歳 0か月 324,500円 353,301円 344,516円 

三重県 42歳 7か月 354,364円 446,150円 ― 

国 41歳 1か月 325,113円 ― 387,506円 

類似団体  43歳 9か月 340,746円 398,421円 373,445円 

 

② 技能労務職 

志 摩 市 

区  分 

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ） 

平均給与月額

（国ベース）

志摩市 45歳 3か月 134人 264,752円 284,100円 279,292円

うち清掃職員 39歳11か月 45人 246,949円 276,711円 261,089円

うち学校給食員 46歳 1か月 28人 273,596円 284,746円 284,746円

うち用務員 50歳 4か月 18人 282,122円 289,541円 289,430円

うち自動車運転手 46歳11か月 9人 283,911円 308,347円 301,667円

 

うちその他技能労務職 48歳 5か月 34人 266,765円 283,968円 279,662円

三重県 46歳 3か月 －人 340,711円 393,590円 ― 

国 48歳 9か月 4,784人 284,679円 ― 320,623円

類似団体 48歳 3か月 58人 311,102円 341,983円 328,639円

 

民   間 参 考 

対応する民間の類似職種 平均年齢 
平均給与月額

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

― ― ― ― 

廃棄物処理業従業員 43歳 6か月 299,700円 0.923 

調理士 42歳 1か月 276,600円 1.029 

用務員 53歳 9か月 225,900円 1.282 

自家用乗用自動車運転者 48歳 2か月 281,600円 1.095 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 
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参 考 

年収ベース（試算値）の比較 区  分 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

志摩市 ― ― ― 

うち清掃職員 4,497,677円 4,170,000円 1.079 

うち学校給食員 4,668,612円 3,755,200円 1.243 

うち用務員 4,791,955円 3,227,400円 1.485 

うち自動車運転手 5,080,484円 3,903,700円 1.301 

 

うちその他技能労務職 4,443,164円 ― ― 

 

（注）１  「平均給料月額」とは、平成20年 4月 1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

   ２   「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものです。 

     また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの

です。 

   ３   年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を12倍

したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給

された年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

 

(2) 職員の初任給の状況（平成20年4月1日現在） 

区  分
 

志摩市 三重県 国 

大 学 卒 172,200円 178,800円
Ⅰ種 181,200円 

Ⅱ種 172,200円 一般行政職 

高 校 卒 144,500円 144,500円 140,100円 

高 校 卒 137,200円 144,500円 ―  
技能労務職 

中 学 卒 125,400円 ― ―  

 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年4月1日現在） 

区        分 
経験年数10年

以上15年未満

経験年数15年

以上20年未満

経験年数20年

以上25年未満 

大 学 卒 271,900円 317,400円 363,900円 
一般行政職 

高 校 卒 228,200円 278,100円 315,700円 

高 校 卒 214,000円 251,200円 263,000円 
技能労務職 

中 学 卒 ― 229,000円 236,400円 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 級別職員数の状況（平成20年4月1日現在） 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 一般職員（定型的な業務を行う職務） 18人 4.8％

２級 一般職員（特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務） 37人 9.9％

３級 係長（同等所長等）、主査、主任、一般職員 135人 36.2％

４級 課長補佐（同等所長等）、係長、主査、主任 60人 16.1％

５級 課長補佐（同等所長等）、係長、主幹 61人 16.4％

６級 課長（同等所長等）、調整監、副参事、危機管理監、管理主事 49人 13.1％

７級 会計管理者、部長、参事 13人 3.5％

計  373人 100％

（注）１  志摩市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２   標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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   （注）１  平成18年 4月 1日から9級制を7級制に移行しました。 

      ２   平成16年 10月 1日に合併しているため、平成17、 19、 20年度の数値を掲載しています。 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況 

職員の昇給は、毎年1月1日を基準日として、昇給日前1年間に係る当該職員の勤務成績につい

て、その者の職務について監督する地位にある者の証明を得て行います。（当該証明が得られな

い職員は昇給しない。） 

昇給区分は、勤務成績の証明に基づき、当該職員が次の表に掲げる区分のいずれに該当するか

に応じ、次表に定める昇給区分に決定します。 

 

 

昇給の号給数 

勤務成績 昇給区分 昇給抑制年齢以外の

職員 
昇給抑制年齢職員 

極めて良好 Ａ ８以上 ４以上 

特に良好 Ｂ ６ ３ 

良好 Ｃ ４（３） ２ 

やや良好でない Ｄ ２ １ 

良好でない Ｅ ０ ０ 

（注）１  昇給抑制年齢職員とは、55歳を超える職員をいいます。ただし、医療職、技能労務職の職員の

場合は、57歳を超える職員です。 

２  上記表中の（ ）は一般行政職7級の職員です。 

 

 

４ 職員の手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

志摩市 三重県 国 

１人当たり平均支給額（平成 19年度）  

1,660千円 

１人当たり平均支給額（平成 19年度）

1,899千円
― 

（平成19年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

3.0 月分     1.50 月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分 

（平成19年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

3.0 月分     1.50 月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分 

（平成19年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

3.0 月分     1.50 月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、 

職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、 

職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、 

職務の級等による加算措置 

（注）１  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

(参考) 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

基準日（6月1日・12月1日）以前の6か月以内の期間における当該職員の職務について監督する地

位にある者による勤務成績の証明に基づき、支給しています。 
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(2) 退職手当（平成20年4月1日現在） 

志摩市 国 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 9,496千円 24,630千円 
―    

（注）１  退職手当の１人当たり平均支給額は、平成18年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

(3) 特殊勤務手当（平成20年4月1日現在） 

支給実績（平成19年度決算） 5,040千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 82,623円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度） 8.3％

手当の種類（手当数） 4 

手当の名称 適用範囲 支給単価 

感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護又は

感染症菌の付着した物件若しくは付着した危険がある物

件の処理作業に従事したとき 

日額 500円 

防疫作業手当 

伝染症菌を有する家畜若しくは伝染症菌を有する疑いの

ある家畜に対する防疫作業に従事したとき 
日額 500円 

清掃作業手当 
塵芥収集作業に直接従事する職員及び塵芥処理場におい

て塵芥焼却作業に従事する職員 
日額 400円 

運転業務手当 公用車の運転業務に従事する職員 日額 250円 

土木作業手当 土木作業に従事する職員 日額 300円 

 

 

(4) 時間外勤務手当 

区  分 支給実績 
職員１人当たり

平均支給年額 

平成18年度決算 46,328千円 68千円

平成19年度決算 61,213千円 96千円
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(5) その他の手当（平成20年4月1日現在） 

平成19年度決算 

手 当 名 内   容 及 び 金 額 等 
国の制度

との異同

国の制度

と異なる

内容 支給実績
 １人当たり

平均支給実績

配偶者         月額 13,000円 

配偶者以外の扶養親族     

月額  6,500円 

配偶者のない場合の扶養親族1人目 

月額 11,000円 

扶養手当 

特定期間（★）の子   月額 5,000円 

同 ― 71,282千円 222,756円

自宅所有者 

新築または購入後５年まで    

 月額 2,500円 
住居手当 

借家居住者 

月額の家賃が12,000円を超えるとき 

最高支給限度額    月額 27,000円 

同 ― 9,197千円 133,290円

交通機関（電車・バスなど）利用者 

最高支給限度額  月額  55,000円 

通勤手当 
交通用具（自動車・バイクなど）使用

者  

月額 2,000円～24,500円 

同 ― 33,853千円 61,776円

部長級職員  36,000円（18,000円） 

管理職手当 

課長級職員  26,000円（13,000円） 

異 

職級に応

じ、定額

を支給 

11,480千円 168,824円

 

★  満 15歳に達する日後の最初の4月1日から満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間。 

（注）１  平成17年 4月 1日から平成21年 3月 31日までの間、管理職手当については50％減額しており、（ ）内

は減額後の額です。 
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５ 特別職の報酬等の状況（平成20年4月1日現在） 
 

区          分 給料月額等 

  類似団体における最高/最低額 

給  料 市    長 

副 市 長 

教 育 長 

996,000円（946,200円） 

772,000円（733,400円） 

656,000円（623,200円） 

  1,007,000円 ／ 492,500円 

   817,000円 ／ 552,000円 

  

報  酬 

議    長 

副 議 長 

議    員 

495,000円 

420,000円 

390,000円 

  690,000円 ／ 330,000円 

  620,000円 ／ 272,300円 

  560,000円 ／ 247,500円 

 

市    長 

副 市 長 

教 育 長 

（平成19年度支給割合） 

 

4.4月分 

 

 

期末手当 

 

議    長 

副 議 長 

議    員 

（平成19年度支給割合）

 

3.3月分 

 

 

退職手当 

 

市    長 

副 市 長 

教 育 長 

（算定方式） 

１月につき41.6/100 

１月につき25.0/100 

１月につき18.3/100 

（１期の手当額） 

19,888,128円 

 9,264,000円 

  5,762,304円 

（支給時期） 

任期満了時 

任期満了時 

任期満了時 

（注）１  平成17年 4月 1日から平成20年 10月 30日までの間、市長、副市長、教育長については5％減額しており、

（ ）内は減額後の額です。 

   ２   退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤

めた場合における退職手当の見込み額です。 

   ３   教育長の期末手当支給割合には、勤勉手当分を含みます。 
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６ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
（各年4月1日現在） 

職  員  数 区  分 

 部  門 
平成19年 平成20年

対 前 年

増 減 数
主な増減理由 

一

般

行

政

部

門 

議会 

総務 

税務 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

衛生 

6   

142   

25   

22   

24   

47   

194   

  93  

6  

137  

24  

21  

24  

47  

 186 

88  

0  

△5  

△1  

△1  

0  

0  

△8  

△5  

 

 

業務の見直し・効率化、退職職員の不補

充等による減 

小  計 553   533  △20  

<参考> 

人口1万人当たりの職員数   90.29人

［類似団体の職員数     60.21人 ］ 

教育 151   153  2  機構改革による組織の再編成 

普
通
会
計
部
門 

小  計 704   686  △18  

<参考> 

人口1万人当たりの職員数    116.06人 

［類似団体の職員数     82.18人 ］

病院 

水道 

下水道 

その他 

107   

18   

7   

20   

97  

18  

7  

24  

△10  

0  

0  

4  

機構改革による組織の再編成 

公
営
企
業
等 

小  計 152   146  △6   

合    計 
856   

［ 932］ 

832  

［ 932］

△24  

［  0］

<参考> 

人口1万人当たりの職員数   140.15人

（注）１  職員数は一般職に属する職員数です。 

   ２   ［  ］内は、条例定数の合計です。 

   ３   普通会計部門の教育の人数には、教育長を含みます。 

 

 



(2) 年齢別職員構成の状況（平成20年4月1日現在） 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20歳 20～ 24～ 28～ 32～ 36～ 40～ 44～ 48～ 52～ 56～ 60歳

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

平成20年度 平成17年度

 

年  齢 
20歳 

未満 

20歳

～ 

23歳

24歳 

～ 

27歳 

28歳

～ 

31歳

32歳

～ 

35歳

36歳

～ 

39歳

40歳

～ 

43歳

44歳

～ 

47歳

48歳

～ 

51歳

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳

以上
計 

職員数 
人 

  ― 

人 

 21

人 

 68 

人

 80 

人

75 

人

 87

人

 66

人

93 

人

133

人 

112 

人 

96 

人

― 

人

831

 

 

 

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況 

 

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標 

平成17年4月1日 

職員数 

平成22年4月1日 

職員数 
純減数 純減率 

916人 843人 73人 8％

 

<参考> 志摩市行政改革大綱における定員管理の目標（数・率） 

計画期間 

始  期 終  期 

数値目標 

平成17年4月1日 平成27年3月31日 △188人（△20.5％）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                                       （各年4月1日現在） 

           区 分 

部 門 

17年 

計画始期 

18年 

1年目 

19年 

2年目

20年 

3年目

21年 

4年目

22年 

5年目

17年～22年 

計 

(参考) 

数値目標

職員数 598  587 553 533  ―  一般行政 

増 減 －  △11 △34 △20  △65  

職員数 158  154 151 153  ―  教  育 

増 減 －  △4 △3  2   △5  

職員数 161  154 152 146  ―  公営企業 

等 会 計 増 減 －  △7 △2 △6   △15  

職員数 917  895 856 832  ― 844 計 

増 減 －  △22 △39 △24  △85（116.4％） △73 

（注）１  計画期間は、平成17～ 22年度の5年間です。 

   ２   職員数は一般職に属する職員（教育長を含む）です。 

   ３   （  ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。 

   ４   増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年まで

の職員増減数の累計を示します。 

 

 

７ 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区  分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ

平成19年度 1,787,720千円 17,715千円 133,703千円 7.5％

 

給          与          費 

区  分 
職員数 

Ａ 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計   Ｂ

１人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考）類似

団体平均一人

当たり給与費

平成19年度 18人 
75,549 

千円 

8,499

千円

32,613

千円

116,661

千円

6,481,167 

円 

6,873,746

     円

（注）１  職員手当に退職手当は含みません。 

   ２   職員数は平成20年 3月 31日現在の人数です。 

 

② 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年4月1日現在）  

区    分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

志 摩 市 43歳 4か月 334,372円 368,943円
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③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

志摩市（水道事業） 志摩市 

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,822千円

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,660千円

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注）１  ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 

イ 退職手当（平成20年4月1日現在） 

志摩市（水道事業） 志摩市（全会計） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 22,268千円  29,063千円

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 9,496千円  24,630千円 

（注）１  退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

(2) 下水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区  分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ

平成19年度 155,111千円 △56,966千円 17,947千円 11.6％

 

給          与          費 

区  分 
職員数 

Ａ 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計   Ｂ

１人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考）類似

団体平均一人

当たり給与費

平成19年度 3人 
9,466 

千円 

716

千円

4,067

千円

14,249

千円

4,749,667 

円 

6,857,934

 円

（注）１  職員手当に退職手当は含みません。 

   ２   職員数は平成20年 3月 31日現在の人数です。 



 -14-

② 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年4月1日現在） 

区    分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

志 摩 市 39歳 0か月 304,134円 323,533円

 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

志摩市（下水道事業） 志摩市 

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,405千円

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,660千円

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注）１  （  内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 

イ 退職手当（平成20年4月1日現在） 

志摩市（下水道事業） 志摩市（全会計） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 該当なし    該当なし 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 9,496千円  24,630千円 

（注）１  退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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(3) 病院事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区  分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ

平成19年度 1,937,811千円 △347,584千円 954,683千円 49.3％

 

 

給          与          費 

区  分 
職員数 

Ａ 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計   Ｂ

１人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考）類似

団体平均一人

当たり給与費

平成19年度 93人 
424,204 

千円 

98,968

千円

169,792

千円

692,964

千円

7,451,226 

円 

 6,947,245

   円

（注）１  職員手当に退職手当は含みません。 

   ２   職員数は平成20年 3月 31日現在の人数です。  

 

 

② 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年4月1日現在）  

区    分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

医    師 46歳 0か月 745,867円 1,328,233円

看 護 師 

保 健 職 
46歳10か月 343,161円 390,305円

薬 剤 師 

医療技術職 
39歳 7か月 310,329円 347,141円

事 務 職 46歳 1か月 352,115円 375,799円

労 務 職 44歳11か月 219,625円 239,880円

 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当   

志摩市（病院事業） 志摩市 

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,707千円

１人当たり平均支給額（平成19年度） 

1,660千円

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（平成19年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

          3.0 月分      1.50 月分 

         (1.6)月分     (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注）  （  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（平成20年4月1日現在） 

志摩市（病院事業） 志摩市（全会計） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

（支給率）           自己都合    勧奨・定年

勤続20年           23.50月分   30.55月分 

勤続25年           33.50月分   41.34月分 

勤続35年           47.50月分   59.28月分 

最高限度額         59.28月分   59.28月分 

（その他の加算措置） 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 7,369千円  23,836千円 

                     自己都合    勧奨・定年

１人当たり平均支給額 9,496千円  24,630千円 

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

８ 職員の競争試験の状況（平成19年度）  
 

職種区分 受験者数 合格者数 備考 

事務職員 92 16  

保 育 士 35 11  

保 健 師  1  1  

労務職員 54 11  

計 182 39  

 

 

９ 職員の採用・退職の状況  

（1）職員の採用の状況（平成19年度） 

競争試験 選  考 
職  種 

男 女 計 男 女 計 

計 

事務職員 5 3 8 － － 0 8 

保 育 士 0 4 4 － － 0 4 

教  諭 － － 0 1 0 1 1 

看 護 師 0 5 5 － － 0 5 

労務職員 2 1 3 － － 0 3 

計 7 13 20 1 0 1 21 

職員の採用は、原則として競争試験によるものとされていますが、特殊な技術などを有する職の場

合には、選考による採用を行うことができることとされています。 
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（2）職員の退職の状況（平成19年度） 

区  分 男 女 計 

定年退職 6 8 14 

勧奨退職 17 16 33 

自己都合退職 7 13 20 

死亡退職 0 1 1 

計 30 38 68 

 

 

１０ 職員の勤務時間・休暇及び旅費等に関する勤務条件の状況 

（1）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの） 

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

40時間 8時30分 17時15分 12時15分から13時まで

所属部署によっては、上記以外の勤務形態をとっていますが、1週間の勤務時間は40時間です。なお、

市民課・課税課・収税課・各支所においては、8時から18時までの間で、時差出勤を実施しています。 

 

 

（2）週休日・休日 

週休日とは、原則として毎週土曜日、日曜日をいいます。休日とは、国民の祝日に関する法律に定

められた休日及び年末年始の休日（12月29日から翌年の1月3日まで）をいいます。 

 

 

（3）年次有給休暇の取得状況（平成19年1月1日～平成19年12月31日） 

総付与日数 総使用日数 対象職員 一人当たり使用日数 

33,132日 8,005日 848人 9.4日 

職員の有給休暇は、1年で20日与えられ、前年の休暇の残日数を最高20日繰り越して与えられるため、

最高40日となります。 
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（4）特別休暇の状況（平成19年4月1日） 

休暇の種類 付与日数・期間など 有給・無給の別

選挙その他公民としての権利を行使する場合 必要な期間 有給 

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方

公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合 
必要な期間 有給 

骨髄提供のための休暇 必要な期間 有給 

災害などのボランティアのための休暇 年5日 有給 

結婚休暇 5日 有給 

産前休暇 
8週 間 （ 多 胎 妊 娠 の 場

合は14週間） 
有給 

産後休暇 8週間 有給 

1歳未満の子の授乳などの時間 
1日2回 

それぞれ30分 
有給 

妻の出産 2日 有給 

妻の出産の8週間前から出産の8週間後の間で出産に

係る子又は小学校就学前の子の養育に関する休暇 
5日 有給 

小学校就学前の子の看護 年5日 有給 

忌引き 
亡くなった人との続柄

によって1日から7日 
有給 

夏期休暇 
7月から 9月までの間で

連続する5日間 
有給 

災害により住居が滅失した場合の復旧作業が必要な

場合 
7日以内 有給 

災害又は交通機関の事故等で出勤が困難な場合 必要な期間 有給 

災害時職員の退勤途上における身体の危険を回避す

る場合 
必要な期間 有給 

介護休暇 6か月以内 無給 

組合活動のための休暇 年30日以内 無給 

 

 

（5）育児休業の状況（平成19年度） 

 男 女 

育児休業の取得者数 ― 15 

育児休業は、対象の子どもが満3歳になるまで取得することができますが、 

休業期間中は、無給となります。 

 

 

（6）出張旅費制度の概要（平成19年度） 

旅費の種類 県  内 県  外 

日  当 ―  2,200円 

宿 泊 費 10,000円 15,000円 
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１１ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

（1）分限処分者数（平成19年度） 

分 限 の 理 由 免職 降任 休職 降給 計 

勤務成績が良くない － － － － 0 

心身の故障 － － 6 － 6 

職に必要な適格性を欠く － － － － 0 

職制、定数の改廃、予算の 

減少により廃職、過員を生じた 
－ － － － 0 

刑事事件に関し起訴された － － － － 0 

計 0 0 6 0 6 

分限処分とは、職員の身分保障を前提として、一定の事由によって職員がその職責を十分果たすこ

とができない場合に、職員の意に反して職員に不利益な身分上の変動をもたらす処分をいいます。 

 

 

（2）懲戒処分者数（平成19年度） 

懲 戒 の 理 由 免職 停職 減給 戒告 計 

法令に違反した（交通事故等含む） － － － － 0 

職務上の義務違反又は職務を怠った － － 2 － 2 

全体の奉仕者にふさわしくない非行 － － － － 0 

計 0 0 2 0 2 

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する責任を問うことにより、公務員の規律を維持するこ

とを目的として、職員に制裁として科する処分をいいます。 

 

 

１２ 職員の営利企業等従事許可等に関する状況 
 

許 可 の 内 容 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、 

その他の団体の役員、顧問、評議員 
－ 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0 

報酬を得て事業若しくは、事務に従事する場合 21 

計 21 

職員は、任命権者の許可を受けなければ営利を目的とする私企業の会社その他の団体の役員などを

兼ねたり、自ら営利を目的とする私企業を営んだり、報酬を得ていかなる事業・事務にも従事して

はなららいこととされています。 
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１３ 職員の研修及び勤務成績の状況 

（1）研修の状況（平成19年度） 

市役所における研修 新規採用職員研修 

人事評価制度研修 

人事評価相談員研修 

不当要求防止講習 

公務員倫理等研修 

セクシュアルハラスメント研修 

コンプライアンス研修 

メンタルヘルス研修 

人権研修 

三重県自治会館組合（研修機関）等に 

よる研修 

ワンステップ研修（新採職員） 

ツーステップ研修 

スリーステップ研修 

マネージャー研修 

リーダー研修 

監査委員研修 

公営企業会計研修 

議会事務研修 

議会広報研修 

法制執務研修会 

実践法務研修 

用地交渉研修 

情報処理研修 

話し方講座 

人材育成セミナー 

プレゼンテーション研修 

不当要求対策研修 

トレンドセミナー 

市町村アカデミー 

不良債権処理に関する研修 

今後も、職員の能力向上のため、研修に関する基本方針を策定し、計画的に職員研修を行ってい

きます。 

 

 

（2）勤務成績の評定の概要 

任命権者は、公務能率を増進させることを目的に、職員の執務について定期的に勤務成績の評

定を行い、その評定の結果に応じた措置を講ずることとされています。 

職員の能力や経歴、勤務実績等を総合的に評定することを通じて転任や昇任等を行い、適材適

所の徹底を図っています。 

平成19年度も事務職員を対象に11月1日を基準日として勤務評定を行いました。 

 

 

１４ 職員の健康管理等の状況  
労働安全衛生法に基づき、事業者責任として職員の健康管理状況を把握し、健康障害や疾病の早期

発見を行うため、全職員を対象に健康診断を実施しています。 
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１５ 公平委員会の業務の状況  

（1）勤務条件に関する措置の要求の状況（平成19年度） 

勤務条件に関する措置要求制度は、職員から勤務条件に関し、適当な行政上の措置を求める

要求があった場合に、公平委員会が必要な審査をした上で判定を行い、事案の解決に当たるも

のです。 

平成19年度中は、該当がありませんでした。 

（2）不利益処分に関する不服申立ての状況（平成19年度） 

不利益処分についての審査制度は、職員から懲戒その他職員の意に反する不利益な処分を受

けたとして審査請求があった場合、公平委員会が審査し、その結果に基づいてその処分を承認

し、修正し又は取り消す判定を行うものです。 

平成19年度中は、該当がありませんでした。 


